
　

子育て世代から守谷市に求められる声

子育てには色々お金
がかかるから、様々
なサポートがあると
嬉しいな。

通学定期券を負担し
てくれると、好きな
高校に通わせてあげ
られます。

天気を気にぜず、
遊べる場所があ
るのは嬉しいね。

子育て
世代の声

守谷駅に子育てに優しい施設を！

子育て世代にとって
必要なサービスを駅
前につくって！

電車通勤なので、子
供を預けられる保育
所を完備して !

フリーランスなので、
子どもを預けながら
リモートワークでき
る施設があると嬉し
いな。
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すべての家庭が
安心して子育てできる
みんなにやさしい子育て環境

● 待機児童ゼロを実現
● 小学校入学祝い品としてランドセルの贈呈
● 給食の無償化を推進（先行的に第3子以降の無償化を実施）
● 地域食材で美味しくバランスのよい給食の提供
● 小学生以下に市内路線バスのフリーパスポートを発行
● 中・高校生 通学定期券購入を支援
　 通学定期券購入支援　公共交通機関 (鉄道、路線バス、コミュニティバス、スクールバス )で
　 継続的に通学している方を対象に一部補助します。

● すべての希望者が利用できるようファミリーサポートの環境改善
　　サポーター会員の待遇改善、簡単に予約できる仕組みの提供

● 子どもが過ごせる全天候型プレイ施設の整備

働きながら
子育てできる環境づくり
育児もキャリアも諦めない生き方

自身のキャリアのため、また暮らしを豊かにするために、育児休暇を使い正社
員として働き続ける方、また子育てがひと段落した後に復職される方も少なく
ありません。また、将来的な備えとして貯蓄を確保するためにも、働きながら
子育てできる環境を整備する必要があります。

● 守谷駅に保育送迎ステーションの設置
● 保育士不足を解消するための保育士補助制度の整備
● 夏休み等の期間中、学童へ給食センターからの配食を実施
● 働きながら子育てできる新しい働き方として在宅勤務を官民共同で推進
●通学区域に関わらず通勤で守谷駅を利用している方のための公設学童を設置
● 急な用事や仕事の際に安心して子どもを預けられる一時託児施設の設置



地域とともに創る、小中一貫校の新設
現在、守谷市内（松並青葉周辺）では、過大規模校の問題を抱えています。小
中一貫校の新設により、子どもとたちと先生方が、ゆとりある学校生活を送る
ことができる環境を整備します。学校は将来的に多様な用途（福祉施設など）
に対応できる設計にします。

守谷市の問題  過大規模校について
今後20 年間にわたり黒内小学校は過大規模校である状況です※１。また今後、黒内小学校の通学
区域である守谷中学校の生徒数も増加します。 そうした状況を踏まえますと、過大規模校の問題
解消や子ども達の通学路の安全確保（ 踏切や国道を渡らせない） ※2 だけではなく、守谷の子ど
も達すべてにゆとりある環境で教育を受けられるように、松並青葉・ひがし野、エリア周辺に早
急に新設校を設置します。

※2令和6年度、北園交差点で国道294号線を横断する児童数は約900名。 児童数はこの8年間で約3倍に増加。

※1黒内小学校の児童数と学級数の実績と見通し 

「質の高い」教育×「選べる」学び
人口減少社会においても、若い世代に「住みたい、子育てしたい」と選ばれ続けるだけの魅力ある
まちづくりへチャレンジすることで生産人口を維持します。また、守谷市で育った子どもたちが将
来社会に出たときに、自分の希望する仕事で活躍し、しっかりと「生き抜く力」を持てるように、
次世代に必要とされるスキルを身につける機会を提供します。さらに、国際的な視野を広げる学び
の場も積極的につくっていきます。

STEAM教育　８つのメリット

「選べる」学び
一人ひとりに寄り添い、子どもたちの主体性と感性を育む教育を推進

● 将来的に通学区域制を撤廃し、専門的、特色ある学校づくりの検討
● 学習環境の多様化への対応として学校内フリースペースを設置、
　　フリースクール通学補助を導入

自己効力感が向上
する

グローバル化に対応で
きる

論理的思考が身に付く 問題解決能力が
身に付く

クリエイティブな思考が
身に付く

独創的なアイデアを生み
出す力が身に付く

勉強への苦手意識を克服
して楽しく学ぶことがで
きる

現代社会に適応した教育
が受けられる

9年間の一貫した
教育プログラム
９年間を通して学校独自の特色あ
る教育プログラムを展開しやすく
なります。また地域住民の協力の
もと、体験学習等の機会を増やし、
学校、家庭、地域が一体となり子
どもを見守り育てていく教育環境
を作ります。

複合施設の併設

学校施設を学校教育だけの場とす
るのではなく “地域みんなの施設”
としてフルに活用します。

●地域住民の活動拠点
●生涯学習の拠点
●子育て支援機能との連携拠点など

地域防災拠点として活用 

守谷駅周辺地域にお住いの市民の
「災害時に安心して避難できる避難
所」としての機能も兼ね備えます。

※使用している画像はイメージです11 12※使用している画像はイメージです11 12

「質の高い」教育
子ども達の可能性を最大限に広げる多様性のある、世界に通用する人材育成　　
教育の現場に新しい風を吹き込み、多様な視点、専門知識の活用促進　

● すべての子どもが英語を話せる「グローバル・スタディ」の導入
　　（さいたま市で日本一の英語教育）
● 最新のSTEAM教育などの導入
●「キャリア教育」に加えて「アントレプレナーシップ教育」の推進
● 民間人材の教育長、校長の採用／教育委員会の民間人枠の増員

STEAM教育とは、科学（Science）、技術（Technology）、工学（Engineering）、

芸術・リベラルアーツ（Arts）、数学（Mathematics）の 5つの分野を統合的に学ぶ教育法

今後

過大規模
校として

20年続
く

 見通し！
！

（引用元）令和5年12月　守谷市教育委員会学校教育課発行　黒内小学校通学区域の変更（案）について



健康・福祉・医療・高齢者支援

福祉・医療
● 公共施設等への健康ステーション機能の設置
健康管理・計測に役立つ機器を設置します。さらに、地域住民の健康情報を蓄積し、生活ス
タイルや、食生活に関してアドバイスします。健康ステーションは、研究機関・民間と連係し、
最先端の取組みを行うと共に、蓄積されたデータからAI を活用し、健康リスクを予測します。

● 誰もが楽しく過ごせる居場所づくり(多世代型拠点)
シニア世代の活躍の場、多世代での交流が可能な居場所づくり
シニア世代の方々が培ったノウハウを活かした活躍の場や、子ども
から大人まで一緒に過ごせる多世代交流拠点を整備します。

● シニア世代向け市内路線バスのフリーパスポート発行
75歳以上の方、免許返納された方対象に市内路線バスで使用できるフリーパスポートを発行。

● 高齢者が気軽に集える居場所づくり
ショッピングセンター等の空きテナントを借り、これまで守谷を支えてき
たシニア世代の皆様が生き生きした生活を送れる居場所づくりをします。

● 温浴施設の誘致
守谷総合公園周辺に温浴施設を誘致し、シニア世代の方々には入場
料の一部を負担します。

● 通院や買い物などへの交通インフラ整備
シニア世代や免許返納後の方を意識したバスの整備、病院・ショッピング店舗と連係した企業バスの整備。

● 一人暮らしのシニア世代の見守りサービスの充実化
配食サービスを活用した見守りサービスの実施。
配食サービスについては、既存の給食センターの利活用を予定。

● 健康ポイントの発行と地域通貨との連携
　歩数、トレーニング、健康弁当、食事記録などを健康ポイントとして換算し、地域通貨に変
　換し、地域店舗で活用できる仕組みづくり。

● 医療・介護・看護連携による地域包括ケアシステムの強化
　住み慣れた地域で人生の最後まで過ごせるよう、在宅医療の誘致とこれら医療機関と介護事
　業所の連携推進による地域包括ケアシステムの強化を行います。

人生100年時代の福祉
平均寿命が延びる中で、病気や介護が必要になる前に対策を講じることが重要です。
これからは、病気になった後や介護が必要になった後の対応だけでなく、
病気や介護が必要になる前に予防に取り組むことを推進します。
さらに、シニア層が持つ能力や経験を活かせるように、生きがいを感じられる活躍の場や仕事の機会を
つくります。そして、さまざまなハンデを持つ方々が充実して暮らせる社会を実現するために、多様な
施策を講じていきます。

いつまでも健康でいきがいのある生活

安心な暮らしのためのセーフティーネット

病院や買い物をいつ
でも気軽に行けるバ
スを整備して！

いつまでも元気に仕
事をしたい！地域に
貢献したい！

守谷市内にリラック
スできる温浴施設が
あるといいな

シニア
世代の声 いつまでもワクワク元気に暮らしたい！
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● 障がいのある方の就労支援強化
　障がい者ワークステーションを設置し、障がい者雇用を促進します。



子育ての
不安を解消

起業を
サポート

移住を
支援

ひとり暮らしの
不安解消

人が集まる
コミュニティ

暮らし 防災・防犯

地域の課題解決

すべての人が安心して暮らせる地域づくりをします。 さまざまな危機に備え安全安心で強靱なまちの創造
日本各地で大きな災害が発生、守谷は地形的に災害に強いまちと言われていますが、
いつ災害にあうかわかりません。

● 小学生の防災教育の促進（学校教育として導入）
● 防災井戸の増設、公園等にある防災井戸を計画的に増設
● 避難の多様化に対応するため、自動車避難場所、ペット避難所を検討
● 取手警察所と連携し防犯に強いまちづくりの推進
● 暴走バイクの騒音対策による静かな住環境の提供
● 市内の防犯カメラを活用した防犯対策強化

誰もが楽しめる守谷総合公園の整備
パーク PFI を活用したプロジェクトチームを結成し、誰もが楽しめる「パーク（公園）」を
市民の皆様とともに推進します。

●屋外施設や屋内体育館の整備
●プール施設やインクルーシブ施設の整備
●利根川を活用した親水パークの整備
●民間温浴施設の誘致
●東京ヤクルトスワローズファームと連携し、地域交流イベントを開催
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地域コーディネーターの配置
まちづくり協議会の機能強化を図るため、地域の課題の整理と解決に向けた支援をおこなう
地域コーディネーターを配置します。
地域コーディネーターは、民間からの専門職を採用し、地域が持続的に活動・成長していく
ための仕組みづくり（法人化を含む）を支援します。
これら財源には、「みらいファンド（仮称）」を活用します。

地域コーディネーター
持続的に支援 地域のお困りごと・お悩み

屋内プール 屋内体育施設 スケボーパーク

 

●ごみの分別をこれ以上増やさないために、時代に適した常総広域の
　  ゴミ焼却機の機種変更を推進
●つくばエクスプレスの8両編成化を早期実現
●都市軸道路の利根川架橋、守谷SAスマート IC、新滝下橋建設の早期実現
●守谷SAスマート IC周辺土地区画整理事業の推進
●新守谷駅周辺土地区画整理事業の推進



行政改革産業・農業 

●専門性を持つ職員の中途採用（PR・DXなど）
● 職員研修の充実（大学院・民間スクールでの研修、国、県、民間との外部出向）

● 生成AI等を用いた行政職員の業務効率化
● データに基づいた政策の立案

●「窓口に行かなくてもよい市役所」行政サービスのデジタル化を推進
●誰もが参加しやすいオープンな市民参加型のワークショップ
● SNSを活用し、市民目線で分かりやすい情報発信を徹底

稼ぐ産業
● 官民出資のまちづくり公社（境町モデル）を設立
● 入札改革を実施（時代に適した入札制度の導入し、市内の新規企業  
      の参画推進）
● 守谷商工会と連携し、法人や個人事業主のスタートアップ支援
　▶ 小規模企業の補助金事業の採択率向上のコンサルティング
　▶ スタートアップ・創業支援
● グローバル企業の誘致
● 守谷駅前にリモートワーク向けのスペースを整備

稼ぐ農業

持続可能な環境

行政手続のオンライン化等を推進するとともに、デジタルサポートセンター等を設置し、DX
の進展に伴って誰も取り残されることなく、すべての人がデジタル社会の恩恵を享受できるよ
うな環境を構築します。
※DXとはデジタルトランスフォーメーションの略

少子高齢化や人口減少に対応するには、未来を見越した政策を立案する必要があります。デー
タに基づいて政策（EBPM※）を作成し、市民や民間の視点から検証し、より良いアイデアを
集める仕組みを作ります。また、得られた知見を活用して、コストを抑えつつ成果を上げる施
策を進めるため、既存の事業の見直しや改善に取り組みます。市役所の外部や民間の専門知識
が必要な分野には、積極的に民間の専門家を採用します。
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自治体DXで市民に寄り添った行政サービス

専門性をもつ職員の採用や職員研修の充実

※EBPM（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング）とは、政策目的を明確化したうえで合理的根拠に基づき政策立案すること企業誘致で雇用創出
東京まで１時間圏内の守谷市を市
外企業はもちろんグローバルに PR。
さらに地元企業との共存共栄を図り
ながら持続可能な地域発展を推進し
ます。

稼ぐ力を持つ地域商社
ふるさと納税の運営業務から、新しい
産業を創出するなど、ふるさと納税の
返礼品目を増加します。また、ふるさ
と納税制度が続く限り安定した財源確
保を目指します。

● 次世代農業への転換
　研究機関・大学と連係したスマート農業・有機農業の普及

● 強い農業と農村環境
　農業生産法人設立の支援とそれにともなう農村環境・景観の維持　
　耕作放棄地にさせないための農業就労者の紹介
　農業の 6次産業化の促進による所得向上
　地域の農業資源を活用した農園リゾートの整備

● ゼロカーボンへの取組み
　2050 年の二酸化炭素実質ゼロを目指すための環境基
本計画の改定と実行。公共施設での再生エネルギー発
電・環境性能の向上、再生エネルギーの PPA契約の
推進、移動手段の脱炭素化を進め、市民のグリーンイ
ンフラに関する取組み推進します。


